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令令和和９９年年度度税税制制改改正正等等要要望望項項目目（（目目次次））  

  

  

第第１１  比比例例逓逓減減税税率率のの適適用用範範囲囲はは、、現現状状にに留留めめてていいたただだききたたいい。。  

  

第第２２  承承認認酒酒類類製製造造者者にに対対すするる酒酒税税のの税税率率のの特特例例措措置置のの実実施施にに当当たたっってて

はは、、酒酒類類製製造造事事業業者者にに対対すするる丁丁寧寧なな指指導導、、制制度度のの趣趣旨旨にに沿沿っったた運運

用用ををおお願願いいししたたいい。。  

  

第第３３  焼焼酎酎甲甲類類（（連連続続式式蒸蒸留留焼焼酎酎））のの減減税税ににつついいてて検検討討ししてていいたただだききたた

いい。。  

  

第第４４  合合成成清清酒酒のの減減税税ににつついいてて検検討討ししてていいたただだききたたいい。。  

  

第第５５  原原料料価価格格、、燃燃料料費費等等のの高高騰騰にに対対しし、、一一定定期期間間のの措措置置ととししてて、、酒酒税税のの

負負担担軽軽減減をを検検討討ししてていいたただだききたたいい。。  

      ままたた、、米米国国のの新新たたなな関関税税制制度度のの廃廃止止にに向向けけててごご尽尽力力ををおお願願いいししたた

いい。。  

  
第第６６  酒酒類類のの承承認認制制度度等等のの簡簡素素合合理理化化ををししてていいたただだききたたいい。。  

  
第第７７  アアルルココーールル問問題題にに関関すするる政政府府のの各各種種取取組組みみはは、、アアルルココーールル健健康康障障

害害対対策策基基本本法法第第１１条条のの整整理理にに従従っってて実実施施ししてていいたただだききたたいい。。  

  

  



酒酒税税制制度度等等にに関関すするる要要望望書書  
 
 

第第１１  比比例例逓逓減減税税率率のの適適用用範範囲囲はは、、現現状状にに留留めめてていいたただだききたたいい。。  
  

欧欧米米諸諸国国のの規規定定でではは、、ウウイイススキキーーははアアルルココーールル分分４４００度度以以上上、、スス

ピピリリッッツツははアアルルココーールル分分３３７７．．５５度度以以上上ででななけけれればばななららなないいとと定定めめ

らられれてていいまますす。。一一方方、、わわがが国国のの酒酒税税制制度度でではは、、ウウイイススキキーーももススピピリリ

ッッツツももととももにに、、３３７７度度未未満満ににはは原原則則ととししてて比比例例逓逓減減税税率率をを適適用用ししなな

いい（（度度数数にに比比例例ししてて税税額額をを下下げげなないい））ここととととさされれてておおりり、、ここれれにによよ

りり国国際際的的なな整整合合性性がが保保たたれれてていいまますす。。  

仮仮にに、、アアルルココーールル分分３３７７度度未未満満ののウウイイススキキーー及及びびススピピリリッッツツににもも

比比例例逓逓減減税税率率のの適適用用をを拡拡大大ししたた場場合合ににはは、、欧欧米米諸諸国国でではは存存在在しし得得なな

いい低低いいアアルルココーールル度度数数ののウウイイススキキーー及及びびススピピリリッッツツがが、、低低いい税税額額のの

適適用用をを受受けけてて低低価価格格でで商商品品化化さされれるるここととににななりりまますす。。  

ここののここととはは輸輸入入品品をを不不当当なな競競争争条条件件下下にに置置くくここととににななるるたためめ、、諸諸

外外国国かからら「「国国産産品品保保護護」」やや「「貿貿易易障障壁壁」」等等とといいっったた非非難難がが発発生生しし、、

新新たたなな国国際際問問題題にに発発展展すするる公公算算がが極極めめてて強強いいとと認認めめらられれまますす。。  

  
  

ウウ イイ スス キキ ーー 及及 びび スス ピピ リリ ッッ ツツ のの 最最 低低 アア ルル ココ ーー ルル 度度 数数  

区区  分分  ＥＥ  ＵＵ  アアメメリリカカ  日日  本本  

ウウイイススキキーー  ４４００  度度  ４４００  度度  ３３７７  度度  

ススピピリリッッツツ  ３３７７..５５  度度  ４４００  度度  ３３７７  度度  

※※  日日本本はは、、比比例例逓逓減減税税率率がが適適用用さされれるるアアルルココーールル度度数数のの下下限限値値  
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第第２２  承承認認酒酒類類製製造造者者にに対対すするる酒酒税税のの税税率率のの特特例例措措置置のの実実施施にに

当当たたっっててはは、、酒酒類類製製造造事事業業者者にに対対すするる丁丁寧寧なな指指導導、、制制度度のの

趣趣旨旨にに沿沿っったた運運用用ををおお願願いいししたたいい。。  
 

令令和和５５年年度度税税制制改改正正にによよりり、、「「承承認認酒酒類類製製造造者者にに対対すするる酒酒税税のの税税

率率のの特特例例措措置置」」がが創創設設さされれ、、令令和和６６年年度度かからら実実施施さされれてていいまますす。。  

同同特特例例措措置置はは、、平平成成元元年年にに創創設設さされれたた従従来来のの租租特特８８７７条条（（品品目目ごご

ととのの軽軽減減税税率率））かからら製製造造者者単単位位のの軽軽減減措措置置にに改改組組さされれたたももののでであありり、、

新新たたにに事事業業計計画画書書のの作作成成・・承承認認がが要要件件ととさされれるるななどど、、酒酒類類事事業業者者にに

ととっってて馴馴染染がが薄薄いいももののでであありりまますす。。  

事事業業者者のの不不安安をを払払拭拭しし、、新新制制度度へへのの円円滑滑なな移移行行をを図図るるたためめににもも、、

同同特特例例措措置置ににつついいてて、、以以下下のの２２点点ををおお願願いいししたたいい。。  

①①  制制度度のの実実施施にに当当たたっってて、、酒酒類類事事業業者者にに対対すするる丁丁寧寧なな指指導導ををおお願願

いいししたたいい。。  

②②  同同特特例例措措置置はは、、「「地地域域でで多多様様なな酒酒類類をを製製造造ししてていいるる意意欲欲的的なな中中

小小事事業業者者をを存存続続ささせせてていいくく（（令令和和５５年年度度税税制制改改正正大大綱綱））」」たためめにに

創創設設さされれたたももののでであありり、、減減税税分分はは制制度度のの趣趣旨旨にに従従っってて商商品品のの高高付付

加加価価値値化化やや販販路路のの開開拓拓等等にに有有効効にに活活用用さされれるるべべききでであありりまますす。。  

つついいててはは、、引引きき続続きき、、同同特特例例措措置置のの趣趣旨旨ににつついいてて酒酒類類業業者者にに十十

分分説説明明すするるととととももにに、、同同趣趣旨旨にに沿沿っってて酒酒類類のの公公正正なな取取引引がが行行わわれれ

るるよようう厳厳格格なな監監視視ををおお願願いいししたたいい。。  
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第第３３  焼焼酎酎甲甲類類（（連連続続式式蒸蒸留留焼焼酎酎））のの減減税税ににつついいてて検検討討ししてて  

いいたただだききたたいい。。  
 

焼焼酎酎甲甲類類（（連連続続式式蒸蒸留留焼焼酎酎））はは、、わわがが国国ににおおいいてて長長年年ににわわたたっってて、、

身身近近なな大大衆衆酒酒ととししてて親親ししままれれててききままししたた。。  

ししかかしし、、焼焼酎酎甲甲類類のの現現在在のの税税率率はは、、過過去去のの度度重重ななるる増増税税にによよりり、、

大大衆衆酒酒のの域域をを超超ええたた非非常常にに高高いいももののととななっってておおりりまますす。。  

ここののよよううなな中中でで、、平平成成２２６６年年４４月月、、令令和和元元年年１１００月月とと二二度度ににわわたた

っってて消消費費税税がが引引きき上上げげらられれままししたたたためめ、、酒酒税税ととのの併併課課にに伴伴うう影影響響がが

極極めめてて大大ききいいももののににななっってていいるるとと認認めめらられれまますす。。  

わわがが国国のの税税負負担担のの伝伝統統的的なな考考ええ方方ででああるる応応能能負負担担のの原原則則にに立立っっ

てて、、焼焼酎酎甲甲類類のの減減税税ににつついいてて検検討討ししてていいたただだききたたいい。。  

  

第第４４  合合成成清清酒酒のの減減税税ににつついいてて検検討討ししてていいたただだききたたいい。。  
 

合合成成清清酒酒はは、、わわがが国国ににおおいいてて長長年年ににわわたたっってて、、そそのの固固有有のの味味わわいい

及及びび性性質質にによよりり、、独独自自ののカカテテゴゴリリーーととししてて消消費費者者にに愛愛飲飲さされれててききたた

大大衆衆酒酒でですす。。  

ししかかるるにに、、平平成成１１８８年年度度税税制制改改正正ににおおいいてて、、酒酒類類間間のの税税率率格格差差のの

縮縮小小とといいうう名名目目ののももととにに、、合合成成清清酒酒のの飲飲用用実実態態等等をを考考慮慮すするるここととなな

くく、、大大幅幅なな増増税税をを強強いいらられれるるここととととななりりままししたたここととはは、、大大変変遺遺憾憾でで

あありりまますす。。  

ここののよよううなな中中でで、、平平成成２２６６年年４４月月、、令令和和元元年年１１００月月とと二二度度ににわわたた

っってて消消費費税税がが引引きき上上げげらられれままししたたたためめ、、酒酒税税ととのの併併課課にに伴伴うう影影響響がが

極極めめてて大大ききいいももののににななっってていいるるとと認認めめらられれまますす。。  

市市場場規規模模もも極極めめてて小小ささなな大大衆衆酒酒ででああるる合合成成清清酒酒ににつついいててはは、、消消費費

者者にに過過重重なな負負担担をを強強いいるるここととののなないいよようう、、減減税税をを検検討討ししてていいたただだきき

たたいい。。  
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第第５５  原原料料価価格格、、燃燃料料費費等等のの高高騰騰にに対対しし、、一一定定期期間間のの措措置置ととしし

てて、、酒酒税税のの負負担担軽軽減減をを検検討討ししてていいたただだききたたいい。。  

ままたた、、米米国国のの新新たたなな関関税税制制度度のの廃廃止止にに向向けけててごご尽尽力力ををおお

願願いいししたたいい。。  
 

令令和和４４年年２２月月にに始始ままっったたウウククラライイナナ問問題題ややそそのの後後のの国国際際情情勢勢のの

不不透透明明化化にによよりり、、エエネネルルギギーーやや穀穀物物等等のの価価格格高高騰騰がが続続いいてておおりり、、大大

幅幅なな円円安安傾傾向向やや物物流流のの２２００２２４４年年問問題題とともも相相ままっってて、、原原料料価価格格やや燃燃

料料費費、、物物流流費費等等のの高高騰騰がが続続いいてていいまますす。。  

ここれれららにによよりり酒酒類類メメーーカカーーはは経経営営にに深深刻刻なな影影響響をを受受けけてておおりり、、影影

響響のの存存続続すするる間間のの措措置置ととししてて、、酒酒税税のの負負担担軽軽減減ににつついいてて是是非非検検討討しし

てていいたただだききたたいい。。  

ままたた、、昨昨年年４４月月にに導導入入さされれたた米米国国のの新新たたなな関関税税制制度度はは酒酒類類輸輸出出のの

妨妨げげととななるるももののでであありり、、同同制制度度のの廃廃止止にに向向けけててごご尽尽力力ををおお願願いいししたた

いい。。  

  

第第６６    酒酒類類のの承承認認制制度度等等のの簡簡素素合合理理化化ををししてていいたただだききたたいい。。  
 

酒酒類類にに関関すするる承承認認、、申申告告制制度度等等手手続続ききのの簡簡素素合合理理化化ををししてていいたただだ

ききたたいい。。  

特特にに、、以以下下のの点点ににつついいてて検検討討ししてていいたただだききたたいい。。  

①①  未未納納税税移移出出承承認認申申請請のの申申告告手手続続ききのの簡簡素素化化（（継継続続的的取取引引のの場場  

合合にに包包括括承承認認をを可可ととすするる））、、処処理理期期間間のの短短縮縮  

②②  亡亡失失にに係係るる届届けけ出出期期限限のの延延長長  

    

  

  

－－４４－－  ― 4 ―



第第７７  アアルルココーールル問問題題にに関関すするる政政府府のの各各種種取取組組みみはは、、アアルルココーー

ルル健健康康障障害害対対策策基基本本法法第第１１条条のの整整理理にに従従っってて実実施施ししてていいたた

だだききたたいい。。  
 

アアルルココーールル健健康康障障害害対対策策基基本本法法第第１１条条（（目目的的））ににはは、、「「酒酒類類がが国国民民

のの生生活活にに豊豊かかささとと潤潤いいをを与与ええるるももののででああるるととととももにに、、酒酒類類にに関関すするる

伝伝統統とと文文化化がが国国民民のの生生活活にに深深くく浸浸透透ししてていいるる一一方方でで、、不不適適切切なな飲飲酒酒

ははアアルルココーールル健健康康障障害害のの原原因因とと（（ななるる））」」とと規規定定さされれてておおりりまますす。。  

即即ちち、、基基本本法法第第１１条条ににおおいいてて、、「「酒酒類類ににははメメリリッットトががあありり、、飲飲酒酒そそ

ののももののがが問問題題ででははななくく、、不不適適切切なな飲飲酒酒がが問問題題ででああるる。。」」とと明明確確にに整整

理理さされれてておおりり、、酒酒類類業業界界はは、、ここのの基基本本法法第第１１条条のの整整理理にに従従っってて、、不不

適適切切なな飲飲酒酒をを減減ららすすべべくく様様々々なな活活動動をを行行っっててききてておおりりまますす。。  

令令和和８８年年３３月月ににアアルルココーールル健健康康障障害害対対策策推推進進基基本本計計画画第第３３期期（（令令

和和８８年年度度かからら令令和和１１２２年年度度ままででのの概概ねね５５年年間間をを対対象象））がが閣閣議議決決定定ささ

れれままししたたがが、、アアルルココーールル問問題題にに関関すするる政政府府のの各各種種取取組組みみはは、、アアルルココ

ーールル健健康康障障害害対対策策基基本本法法第第１１条条のの整整理理にに従従っってて実実施施ししてていいたただだきき

たたいい。。  
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（参考資料）国税庁公表資料「酒のしおり」（令和８年７月）より転載
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